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Ⅲ 中期的な財政改革の具体的取組と効果額
【 】１ 行政の効率化・スリム化 収支改善目標額（一般財源）：１００億円程度

行政内部の経費節減努力として 「総人件費の抑制 「内部管理経費の縮減」及び「外郭団、 」、
体の見直し」を職員団体など関係機関と協議しながら進めます。
収支改善目標額としては 総人件費の抑制 で９０億円程度 内部管理経費の縮減 と 外、「 」 、「 」 「

郭団体の見直し」で１０億円程度を目指します。

（１）総人件費の抑制
ア．給与の縮減・見直し
①給与のカット

平成１５年度から特別職、一般職及び議員の給料・報酬をカットしてきましたが、平成
１６年度から段階的にカット率を引き上げます。また、諸手当も平成１７年度からカット
します。
○特別職

(H16.4.1～H19.3.31)
知事：２０％、副知事・出納長・常勤の監査委員・教育長：１５％
(H17.4.1～H19.3.31)
期末手当に連動

○議員(H16.4.1～H18.3.31)
議長：２０％、副議長・議員：１５％

○一般職
(H16.8.1～H17.3.31)
部次長級：１０％、課長級：８％、その他：４～５％
(H17.4.1～H19.3.31)
・部次長級：１０％、課長級：８％、その他：６％
・諸手当に連動

②手当の見直し
国や他の都道府県の動向などを考慮し、各種手当を見直します。

○時間外勤務手当の縮減(数値目標：対前年度比H16:▲15％、H17:▲20％、H18:▲25％、
警察を除く)
・上限時間の設定
・週休日振替の促進
・事前命令の徹底
・深夜及び週休日の時間外勤務命令の原則禁止
・ノー残業デーの遵守

○退職手当の見直し
・退職時特別昇給の廃止

○特殊勤務手当の見直し
・看護業務従事手当、病院業務従事手当等の見直し

○寒冷地手当の廃止

イ．職員定員の削減
① 平成１５年４月から平成２４年４月までの１０年間で一般行政部門・教育部門（教員
を除く ・警察部門（警察官等を除く）職員数の１０％の約５００人を削減する計画を前）
倒しし、平成２０年４月までの６年間で達成します。

② 市町村の合併に伴う地方機関の見直しや財政改革に伴う業務量削減により、上記
５００人削減に加えて、さらに職員数を削減します。

③ 新規採用職員数について必要最小限の人数に抑制します。

④ 嘱託・臨時職員を削減します。
、 、 。嘱託・臨時職員については 必要性や業務内容を勘案し 必要最小限の任用とします

採用に当たっては、競争試験を導入します。また、嘱託職員の単価を見直します。
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（２）内部管理経費の縮減
①県立機関の見直し
○地方機関

「地方機関見直し検討報告書」の方向性に沿って再編を進めます。また、事務事業の
見直し・削減の具体化を組織人員に反映させ、本庁・地方機関を通じて、さらに踏み込
んだ見直しを実施します。
・地方機関が果たす機能は、県が担うべき機能及び本庁や市町村との役割分担を明確に
して、簡素化・効率化の観点から整理します。

・地方機関の配置は、原則として県東部、県西部及び隠岐地区の３カ所を基本に機能ご
とに集約を図ります。なお、保健所業務など県民サービスを直接提供する部門や、公
共事業部門など現場そのものが相手の県事業実施部門などについては、その利便性や
現場性に配慮して配置します。

・従来の支所や出張所は縮小・統合します。
○県立学校

「県立学校後期再編成計画」に基づき統廃合を進めます。
当面、平成１８年度において益田工業高校と益田産業高校を統合します。

○警察署
「警察署再編計画」に基づき、平成１７年４月に
ⅰ)三成警察署、掛合警察署及び木次警察署
ⅱ)平田警察署、大社警察署及び出雲警察署
ⅲ)温泉津警察署及び大田警察署
をそれぞれ統合します。

○県立大学・県立短期大学の改革
自主的かつ自立的な運営を図るため、県立３大学（島根県立大学、島根女子短期大学

及び看護短期大学）について、統合、法人化等の改革を検討し、平成１９年４月の実現
を目指します。

②庶務事務の見直し
内部管理部門の簡素化を図るため、本庁及び圏域単位の地方機関の庶務(給与･旅費･福利

厚生･物品管理･施設管理･宿舎管理等)及び出納業務を集中して行います。

③試験研究機関の見直し
試験研究の分野で県が果たすべき役割を明確にしたうえで、研究テーマの取捨選択を行

い、機関の統廃合も視野に入れて、人材・予算の集中化、効率化を進めます。

④その他内部管理経費の縮減
・電子システム関係経費について、縮減を図ります。
・被服貸与等福利厚生関係経費について、被服貸与品の更新期間の延長など被服貸与等規
程の見直しを行います。

・公用車について、管理台数の縮減を図るとともに、用途や運行範囲などを検証の上、軽
。 、 。 、自動車の導入を行います また 環境に配慮して低公害車の導入を促進します さらに

自動車の性能向上や民間の平均使用年数の長期化にあわせ、更新基準を見直します。
・施設のライフサイクルコスト（注）の縮減や長寿命化の手法を検討します。

(注) ライフサイクルコストとは、長期的に見た建物にかかわる費用、つまり、建物を建設、維持（メンテ
ナンス費、修繕費、エネルギー費、光熱水費等)、処分するためにかかる、全てのコストをいいます。

（３）外郭団体の見直し
①団体の統合等あり方の見直し

中期財政改革の取組、指定管理者制度の導入を機に、各団体の自主的な経営努力を促す
とともに、団体の統合・解散、人員の削減等団体のスリム化などあり方について見直しを
進めます。

県出資割合が５０％以上の団体（現在２２団体）について、団体数の３割程度の削減を
目標に、団体の統廃合、県出資比率の引下げ等に取り組みます。

②県の関与の縮小
団体の自立性を高めるために県関与の必要性を十分検証し、県の委託・補助について事

業費の縮減を図るとともに、役員就任（代表者には原則就任しない ・県職員派遣・県ＯＢ）
、 。職員についても最小限となるよう漸減するなど 県の財政的・人的関与の縮減を図ります
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③外郭団体における事務執行等の見直し
「島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例」に基づき 「経営評価」を実施し、、

出資法人の設立目的と事業内容の適合性、業務遂行の効率性、事業の採算性その他出資法
人の経営目的に応じて必要な視点から、当該出資法人自らが経営全体を分析し、その結果
に基づき総合的に評価を行い、事務事業の見直し・効率化を図ります （対象：２７団体）。

④公の施設の管理について指定管理者制度（注１）の導入により住民サービスの向上を図る
とともに経費を削減
・県立施設としての必要性を検証し、存続する公の施設については、原則として指定管理
者に管理を代行させます。

・管理（場合によっては事業も併せて）に必要な人役・人件費単価について、これまでの
、 （ ） 。委託先団体の所要額積算から 同類施設統一の理論的積算 標準人件費 に変更します

・公の施設に、利用料金制度（注２）を適用する施設数を増やし、これまで管理委託者の
経営に無関係であった料金収入が管理委託者の収支に反映されることにより、収入確保
や経費節減など、管理委託者の経営努力を促します。

・また、利用料金制度導入以外の施設でも、一定額以上の収入があった場合、管理経費に
一部上乗せするようなメリットシステムを導入し、管理委託者の経営努力を促す仕組み
を検討します。

※（注１） 「指定管理者制度」とは、地方公共団体が公の施設の管理を委託する場合、従来は地方公共団体
の出資法人・公共団体・公共的団体に限り認められていましたが（管理委託制度 、地方自治法の）
一部を改正する法律が平成１５年６月に公布、同年９月から施行され（経過措置期間３年 、地方）
公共団体が指定するものを「指定管理者」として管理を代行させるものです。指定管理者の範囲に
ついては特段の制約を設けず、幅広く民間事業者等もその対象となりました。この制度の導入によ
り、住民サービスの向上や当該施設の管理に要する人員・経費の削減が見込まれます。平成１６年
度では「花ふれあい公園」の管理に指定管理者制度を導入しました。

※（注２） 「利用料金制度」とは、平成３年地方自治法の改正により創設されたもので、公の施設の管理の
委託を受けた者（管理委託者）に当該施設の利用にかかる料金（利用料金）を当該管理委託者の収
入として収受させることができる制度です。現在、くにびきメッセ、アクアス、三瓶山北の原野営
場に適用されています。

【 】２ 事務事業の見直し・削減 収支改善目標額（一般財源）：２００億円程度
（１）基本的な考え方
事務事業の見直しを通じて、当初予算編成段階において平成１８年度までに、１５０億円程

度（うち 「公共事業枠」及び「部局調整枠」で１００億円程度 「重点化予算枠 「特別需要、 、 」、
枠」及び「地域予算枠」で２０億円程度 「義務的経費等」で３０億円程度）の収支改善を目指、
します。
なお、事務事業の見直しにより１５０億円程度の収支改善を図ることを基本としますが、県

単独施策の廃止・縮減を図ることにより著しい県民サービスの低下をもたらし、県民の理解を
得ることが困難であると考えられる場合には、県単独の施策の廃止・縮減にかえて、最大５０
億円程度の規模で一部の税目に超過課税を導入し、県民の皆様に追加的負担をいただくことに
より、県単独の施策を存続することも検討します。
このほか、当初予算編成後も、執行段階での徹底した節減や予算を上回る歳入確保に努める

ことにより決算段階で５０億円程度の収支改善を図ります。

（２）予算編成上の経費区分ごとの対応
Ａ 各部局への枠配分に係るもの

県の歳出構造は、１０ページで説明したとおり、義務的経費や固定的な経費で大半を占
めており、県の判断で事業量の伸縮可能なものは、原則概ね半減が必要です。

このような状況を踏まえ、各部局に予算の総枠を示し、個別事業への配分は各部局に委
ねる方式で予算編成を行っている経費については、下記の考え方により予算枠の縮減を図
り、全体として平成１８年度までに１００億円程度の収支改善を目指します。


